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環境会計が世に出てからまだ日が浅く、環境会計の明確な定義や基準はまだ確立されて
いません。しかしYOKOGAWAグループではその重要性を認識して研究をはじめ、1998年度
より試行を始めました。

環境会計3

１． YOKOGAWAグループ環境会計
2000年度からは、YOKOGAWAグループ環境会計の対象を海外を

含む１６サイトに広げ、環境省ガイドライン｢環境会計システムの確立に

向けて（2000年報告）｣に準拠するとともに、統合化した環境負荷

指標EP(Eco Point)の考え方を導入し、環境効率性指標として

「環境改善率」と「環境経済効率」の定量化を試みました。

YOKOGAWAグループの「環境負荷指標EP(Eco Point)の考え方」

と、環境省ガイドラインを補足するための「環境会計の方針」を以下の

４項と５項に示します。

2． 2000年度の環境会計情報
（1）YOKOGAWAグループ2000年度16サイトの環境会計は右の表の

通りです。

（2）2000年度16サイトの「環境負荷指標」EP削減値は 915EP、

「環境保全費用」は1,174百万円でしたので、環境効率性指標と

しての「環境改善率」（EP削減値／環境保全費用）は 0.78EP/

百万円です。

また環境保全対策に伴う「経済効果額」は1,095百万円でした

ので、「環境経済効率」（経済効果額／環境保全費用）は93％

です。

3． 今後の課題
（１）環境会計の対象となるサイトをさらに拡大します。

（２）環境会計の考え方や処理方法について、原則として環境省の

ガイドラインに準拠しながらYOKOGAWAグループの特徴を生

かしたものを目指します。当面、環境効率性、仮定に基づく費用

の回避（遵法やリスク回避等）及び環境ビジネスに関する環境

保全効果の計上について、その妥当性を検討します。

（３）環境会計に基礎データを提供する環境情報システムの確立を

目指します。

5． YOKOGAWAグループ環境会計の方針

原則として、環境省「環境会計システムの確立に

向けて（2000年報告）」に準拠します。

（1）環境保全コスト
①集計の対象

原則として環境保全を目的とした支出を対象としま

すが、必要に応じ効果面による補完を行います。

②投資と費用の区分

原則として財務会計上の区分に準拠します。

③設備投資の減価償却費の計上方法

各期の減価償却費の算定方法は、投資の効果が

及ぶ期間にわたる残存価格ゼロの毎期均等償却に

よります。その計上期間は、投資の効果が及ぶ期間

にかかわらず投資実施年度から5年間を上限とし

ます。なお、過年度の減価償却費については、遡及

して当期分に含めて計上しています。

④複合コストの計上方法

原則として差額計上とし、それが困難な場合は環境

目的の割合に応じて按分計上します。

⑤人件費の計上方法

環境保全を主目的に組織された部署の人件費及び

それ以外の部署であっても職務目的がもっぱら環境

保全と考えられる者の人件費は、これをすべて環境

保全コストとします。

また、上記以外の者が環境保全活動に従事した

場合、その活動時間に所定レートを乗じた金額を

環境保全コストとします。

（2）環境保全効果
①集計の対象

環境保全活動の結果、抑制または回避された環境

負荷の量を対象とします。

②測定単位

原則として各環境負荷の物量単位によって測定しま

すが、定量的な測定が困難な場合は定性的に把握

します。

③設備投資に伴う環境保全効果の計上期間

減価償却費の計上期間に対応させるため、投資

実施年度から5年間を上限とします。

④環境保全効果の計上方法

原則として環境保全対策が実施されなかった場合

と比較した実際削減量を計上します。ただし、当該

方法の適用が困難な場合は、基準年度と比較した

実際削減量を計上します。

⑤環境調和型製品の環境保全効果の計上方法

YOKOGAWAグループの製品は、LCA（ライフサイ

クルアセスメント）評価結果、使用時のCO2排出量の

比率が圧倒的に高い特徴があります。従って環境

保全効果は従来品と比較して、製品の生涯使用時

のCO2排出削減量等を計上します。

（3）環境保全対策に伴う経済効果
①集計の対象

環境保全活動の結果、実際に得られた収入額、

実際に削減された支出額及び回避された環境

リスクの評価額を対象とします。

②設備投資による支出削減額の計上方法

減価償却費の計上期間に対応させるため、投資

実施年度から5年間を上限とします。

③設備投資以外の環境保全対策による支出削減額

の計上方法

原則として環境保全対策を実施しなかった場合と

比較した実際削減額を計上します。計上期間は、

原則として対策実施年の1年間とします。

（1）サイト内環境負荷を集計し、物質からの排出量を算出します。　（CO2、CH4、SOx、NOx、CFC、COD、リン、重金属等）

（2）この排出物をインパクトカテゴリーに分類（温暖化ガス、酸性化ガス、オゾン層破壊物質、富栄養化物質、人間への毒性・・・）し、排出物の特性に

応じたカテゴリーインジケーターを求めます。

（3）これを統合化するため、世界全体量で割って環境影響度を正規化（比較可能にするための手法）し、YOKOGAWAグループの重み付けをします。

（重み付け係数・・・・温暖化；1.14×109、酸性化；1.00×109、オゾン層；1.54×109）

（4）カテゴリー毎に得られたこれらの指標を合算したものを、環境負荷指標EP (Eco Point) としてまとめます。

＊当面はサイト内環境負荷の“地球規模レベル”の環境影響として、温暖化・酸性化・オゾン層破壊のカテゴリーの統合化指標としていますが、

将来は部品材料を含め、富栄養化・人間への毒性なども統合することを目指していきます。

＊このEPの考え方のデータベースは、産業技術総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センターの“NIRE-LCA”を参考に作成しています。

4． YOKOGAWAグループの環境負荷指標EP(Eco Point)の考え方
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（1）生産・サ－ビス活動により事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するための�

　　環境保全コスト�

　　①公害防止コスト�

�

　　②地球環境保全コスト�

�

　　③資源循環コスト�

�

�

（2）生産・サ－ビス活動に伴って事業エリアの上流または下流で生じる環境負荷を�

　　抑制するためのコスト�

（3）管理活動における環境保全コスト�

�

（4）研究開発活動における環境保全コスト�

�

（5）社会活動における環境保全コスト�

�

（6）環境損傷に対応するコスト�
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25�

435

　有害物質代替洗浄�

　大気･水質･土壌汚染防止�

　省エネ（省エネビル・設備、コジェネ、太陽光発電）�

　HCFC代替洗浄�

　紙資源削減（電子化）�

　循環資源化拡大�

　廃棄物削減・処理�

グリ－ン調達�

�

ＥＭＳ構築・運用�

環境教育�

環境調和型製品開発、鉛フリ－はんだ付け開発�

有害物質代替洗浄開発�

自然保護・緑化推進�

地域社会活動、情報開示�

土壌汚染調査・対策�

合　　計�

452�

�
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�

84�

�

�

182�

�

11�

�

543�

�

101�

�

60�
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1,174

費用額�投資額�

内
訳�
内
訳�

分　類� 主な取組み内容�

金額�項　目� 内容等�

当該期間の設備投資額の総額�

当該期間の研究開発費の総額�

環境を含む全設備投資額�

環境を含む全研究開発費用�

17,860�

18,400

環境保全コスト（費用額は、設備投資の減価償却費、人件費等の維持運営費が含まれます。）�

設備投資と研究開発費�

単位：百万円�

単位：百万円�

金　額�

（1）事業エリア内で生じる環境保全効果�

�

　　●有害物質削減�

　　●環境汚染物質抑制�

　　●省エネによるCO2削減�

　　●フロン類削減�

　　●紙資源削減�

　　●廃棄物削減�

　　●循環資源化拡大�

（2）上下流で生じる環境保全効果�

　　●環境調和型製品の省電力によるCO2削減�

　　●梱包改善�

（3）その他の環境保全効果�

　　●環境調和型製品の省資源によるCO2削減�

�

　　●社会活動�

　　●地域活動�

�

環境負荷指標：915EP削減�

41.5ton トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン等削減�

�

2,790 ton-CO2削減（電力10,350MWh、都市ガス増分を減量）�

3.85ton HCFC等削減�

178 ton 紙資源削減�

1,020 ton 廃棄物削減（循環資源化等）�

�

�

3,100ton-CO2排出量削減（環境調和型製品の生涯使用換算）�

26 ton梱包材削減�

�

230ton-CO2排出量削減�

（環境調和型製品の製造時の材料節約）�

2,520人の環境見学者（甲府事業所）�

ゼロエミッション活動の推進（甲府国母工業団地）�

環境負荷指標：915EP削減�

環境保全対策に伴う経済効果�
効果の内容� 環境負荷指標（パフォーマンス）�

環境保全効果（物量）�

有害物質削減、リスク回避による費用削減�

�

省エネ・HCFC削減等による費用削減�

�

紙・水・廃棄物量削減等による費用削減�

有価物売却益�

�

�

�

梱包材リユース等による費用削減�

�

環境調和型製品開発による材料費削減�

および研究開発効果�

教育効果および教育費用削減�

リスク回避による費用削減、他�

効果の内容�

単位：百万円�

小　　計�

金額（比率）�項　目� 内容等�

環境ビジネス製品売上高�
�

当該期間の売上高の総額�

環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）など、もっぱら社会的な�

環境負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高�

環境を含む全売上高�

26,770�
�

281,390

（9.5％）�
�

（100%）�

環境ビジネス製品売上と売上高総額� 単位：百万円�

小　　計�

合　　計�合　　計�

小　　計�

＊1：遵法・環境リスク回避効果として、客観的に算定が不可能な場合は監視測定費・設備投資の減価償却費相当額を算入した。�
＊2：環境調和型製品の省資源効果として、従来品と開発品の材料費差額×年換算販売台数を開発年次に計上した。また研究開発投資の付加価値として、開発費相当額を計上した。�
＊3：環境教育投資の付加価値として、教育費相当額および外部講習・コンサルタント料削減額を計上した。�
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